
事務 ト

事

施する。 施する。

業経費 ○

２　事業

管

コスト

事業費等（千円

理

）
平成30年度 平成3

経

1年度 令和02年度 令

費

和03年度 令和04年

[

度

当初予算 決算 当初予

長

算 決算 当初予算 決算 当

期

初予算 決算 計画 決算

事

総

業費 6,934 7,5

合

26 6,409 10,

計

126 5,843 51

画

,708 17,138

]

0 17,138 0

伸び

そ

率（％） △79.3%

の

△71.6% △7.6

他

% 34.5% △8.8

分

% 410.6% 193

野

.3% △100% 0%

別

0%

人件費
正規職員 2

目

1,019 19,66

標

1 17,075 33,

４

666 24,285 3

誰

0,495 31,37

も

1 0 31,371 0

正

が

規職員以外 0 0 434

安

0 326 997 1,4

心

52 0 1,452 0

小

し

計 21,019 19,

て

661 17,509 3

住

3,666 24,61

み

1 31,492 32,

続

823 0 32,823

け

0

国庫支出金 3,10

ら

9 3,053 2,78

れ

1 4,596 2,55

る

8 20,844 8,2

持

05 0 8,205 0

県

続

支出金 0 0 0 0 0 8,

可

360 0 0 0 0

市　　

能

債 600 500 0 0 0

な

0 0 0 0 0

そ の 他

ま

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ち

一般財源（税等） 3,

事

225 3,973 3,

業

628 5,530 3,

区

285 22,504 8

分

,933 0 8,933

(

0

所要人数 正規職員 2

2

.63 2.46 2.1

)

2 4.18 3.05 3

自

.83 3.94 0.0

治

0 3.94 0.00

（

事

人） 正規職員以外 0.

務

00 0.00 0.19

○

0.00 0.15 0.

法

46 0.67 0.00

定

0.67 0.00

主な

受

予算内訳
消耗品費15

託

3千円、医薬材料費2

事

,577千円、管理委

務

託料725千円、機械

○

等保守委託料1,61

そ

7千円、業務用器具費

の

771千円

他

政　

３　目標及び実績

策

指標名 単位 平成30年

７

度 平成31年度 令和0

健

2年度 令和03年度 令

康

和04年度

活
動
指
標

検

で

査実施項目数（新興感

元

染症等検査）
項目

目標

気

値

実績値 1592 28

に

10 17005

達成度

暮

(%) 0% 0% % % %

ら

検査実施検体数（新興

せ

感染症等検査）
検体

目

る

標値

実績値 804 13

環

10 11972

達成度

境

(%) 0% 0% % % %

づ

成
果
指
標

衛生研究所に

く

おける検査可能項目数

り

（新興感染症等検査）

会

項目
目標値 103 10

計

4 105 106

実績値

一

103 104 105

達

般

成度(%) 100% 1

会

00% 100% % %

目

計

標値

実績値

達成度(%

款

)

衛生費

施　

事

策 ３
生活衛生対策の推進 会計・ 項 保健衛生費

予算区分 目 衛生研究所費

取組方針 ２
検査体制の強化 大事業 衛生研究所事業

中事業 新興感染症等検査体制強化事業

事業種別 継続 関連個別計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・

業

Tel 衛生研究所 山下　晃司 453-0055

事業実施の根拠法令 食品衛生法・感染症の予防等に関する法律 関連課 総務企画課、生活保健課等

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態に

チ

するための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

多様化する病原微生物による健康危機管理事象に対応するため、最新 MERS等新興感染症の出現に伴い、高度化・多様化する病原微生物に対応するため、最新検査法の導入に努

検

ェ

査法の導入に努め、検査体制の強化を図りながら、原因究明検査を め、調査研究により技術力を高め、検査体制の強化を図る。食中毒や感染症発生時には原因究明のための

実施する。 検査を行い、被害

事

拡大の防止に努め、疫

ッ

務

学調査を実施する。

事

事

業
内
容

平成30年度 平

業

成31年度 令和02年

N

度 令和03年度 令和0

o

4年度

食中毒、感染症

事

、有症苦情発 食中毒、

業

感染症、有症苦情発 食

名

中毒、感染症、有症苦

[

情発 食中毒、感染症、

事

有症苦情発 食中毒、感

ク

業

染症、有症苦情発

生時

基

の行政依頼に基づく検

本

査 生時の行政依頼に基

情

づく検査 生時の行政依

報

頼に基づく検査 生時の

]

行政依頼に基づく検査

7

生時の行政依頼に基づ

0

く検査

及び疫学解析や

5

感染症発生動 及び疫学

新

解析や感染症発生動 及

シ

興

び疫学解析や感染症発

感

生動 及び疫学解析や感

染

染症発生動 及び疫学解

症

析や感染症発生動

向調

等

査に関わる、市内病原

検

体 向調査に関わる、市

査

内病原体 向調査に関わ

体

る、市内病原体 向調査

制

に関わる、市内病原体

強

向調査に関わる、市内

ー

化

病原体

ｻｰﾍﾞｲﾗﾝ

事

ｽにかかる検査等を実

業

ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽにか

事

かる検査等を実 ｻｰﾍ

業

ﾞｲﾗﾝｽにかかる検

区

査等を実 ｻｰﾍﾞｲﾗ

分

ﾝｽにかかる検査等を

(

実 ｻｰﾍﾞｲﾗﾝｽに

1

かかる検査等を実

施す

)

る。 施する。 施する。



性

とした。これにより、

]

新型コロナウイル

ス、

事

ＭＥＲＳウイルスやデ

業

ング熱ウイルスなどさ

手

らに緊急性のある感染

段

症の検査体制を充実さ

は

せることができている

妥

。今後

も、実施してい

当

る検査の内容を見直し

か

、新たに必要とされる

○

検査を実施できるよう

現

検査の優先順位を考え

行

ていく。

見直し・改善

の

内容

手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか ○ 急いで取り組む 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか ○ 達成している（90%以上） おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実 ○

現状維持

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

新型コロナウイルス、ＳＡＲＳウイルス、ＭＥＲＳウイルス、炭疽菌、ダニ媒介性ＳＦＴＳウイルス、デング熱ウイルス等

市民の生命や健康に影響を与える恐れ

４

のあるバイオテロや新

　

興再興感染症に関する

事

情報を収集し、迅速に

業

検査体制を整備し

てい

の

る。また、25、26

評

年度に市内で流行した

価

風疹や麻疹、毎年大規

評

模食中毒や施設におけ

価

る感染症を起こすノロ

基

ウイルスや

担当課評価

準

の根拠
腸管出血性大腸

[

菌O157等の遺伝子

妥

解析を実施することに

当

よって、原因を究明し

性

感染の拡大を防いでい

]

る。ところが、遺伝子

事

解析に活用している高

業

額な機器類は導入以降

の

、数年経過しており、

ニ

新型コロナウイルス検

ー

査等での頻繁な利用に

ズ

よって不具

合が発生す

は

るなどした場合、緊急

あ

性を要する検査が必要

る

な時に迅速な対応がで

か

きないおそれもある。

○

今後も新型コロナウイ

増

ルス感染症やその変異

加

株検査、また、新たな

し

感染症が発生し続け検

て

査需要は益々増加して

い

いくと予想されるため

る

、更なる体

制強化が必

横

要であるとともに、検

ば

査機器の更新や増設が

い

必須である。

ＨＩＶ検

減

査は保健所の依頼によ

少

り昭和62年より実施

し

していたが、治療薬が

て

開発され抗体検査が民

い

間でも検査可能になっ

る

てき

たため、平成26

[

年度から、世界エイズ

妥

デー等のイベント時を

当

除き、検査を民間委託


